






































の支払いも滞納していることが多い。平成 25 年の保険料の滞納世帯数は 372.2 万世帯、短期
被保険者証（以後、短期保険証）交付世帯は 117 万世帯、被保険者資格証明書（以後、資格証















































































































　実習先は、1958 年に第二種社会福祉事業として K 市への届け出が行われ古くから無低診を
実施していた。医療費の減免適用は生活保護基準をもとに世帯収入を計算し、適用できる範囲
は法人事業者で決められている。実習先の法人の基準は、世帯収入が生活保護基準の 150％以





























































































的な活動の一翼を担うことにつながった。具体的には、K 市では国保減免（国保第 44 条、同













































































































































1）　厚生労働省資料 2014「厚生労働省保険局国民健康保険課・平成 24 年度国民健康保険（市町村）









5）　1977 年国連 NGO 主催「被爆の実相と被爆者の実情に関する国際シンポジュウム」へ向けた被爆
者実態調査，1978 年「西淀川大気汚染公害裁判」弁護団と MSW による実態調査，1981 年，全日
本民主医療機関連合会「ひとりぐらし・ねたきり老人実態調査」，2001 年〜 2007 年「学生無年金














8）　民医連新聞（2014）「手遅れ死 56 件」全日本民主医療機関連合会調査．民医連では 2005 年から毎
年，国保死亡事例調査を行っている．2014 年 6 月 2 日．
9）　運用を行う立場にある市町村の窓口対応の問題も大きい．無年金障害者訴訟においても同様の問
題があった．原告の経験としても証言されたが，行政窓口を訪れた人に間違った説明を行ったり，




10）　民医連新聞（2010）「国保法 44 条の拡大，生活保護の拡充などが課題」2010 年 1 月 18 日．
11）　「参議院議員小池晃君提出無料低額診療事業の拡充に関する質問に対する答弁書」内閣参質 170




によると，2014 年 3 月 25 日現在の施設数は 416 である．
13）　「調剤薬局の無料低額診療を勝ち取るたたかい」橋本徳一郎，民医連医療 No498，30-31．
　　「無料低額診療事業に全国初の薬代助成」浜田正道，女性のひろば，2014 年 8 月号，50-49
14）　「無低診を通して見えるもの『国保法 44 条』名ばかりの減免制度使えるものに　一歩前進」福岡・
大手町病院の MSW が市議会で報告し，国保 44 条を使って治療につながった事例をもとに国保




17）　日本社会医学会 2014「地域から，職域から．わが国の社会医学を考える」第 55 回日本社会医学会，
名古屋大学．「当院における無料低額診療の実情と課題」と題して医師より報告がなされた．
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